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9.教育研修委員会

教育研修委員会は、令和 6 年度において 6回開催し、公正かつ適正な取引推進の為、法定研修会・

入会者研修会を通じ、宅地建物取引業法及び関係法令の周知徹底を図った。主な事項として、令和

6年度法定研修会の実施方法や内容についての審議を行った。

10.求償・手付金保証・手付金等保管委員会

求償・手付金保証・手付金等保管委員会は、令和 6 年度において 9 回開催し、求償債権の回収を

図った。本年度の総回収額は 234万 3339円となった。

手付金等保管業務に関しては、2 件・6000万円の申し込みがあり、適切に実施した。

11.綱紀資格審査委員会

綱紀資格審査委員会は、令和 6 年度において 7 回開催し、各役員候補者及び協力委員の資格審査

を行い、宅地建物取引士資格未取得役員・協力委員に資格取得を推奨した。また、行政処分対象会

員への助言・指導のほか、会員処分について検討した。

12.表彰選考委員会

表彰選選考委員会は、令和 6 年度において 1 回開催し、大阪府の表彰推薦候補者について選考を

行った。

13.一般保証業務委員会

一般保証業務委員会は、令和 6 年度においては書面等による一般保証委託申込に関する審査を 5

回開催した。また、一般消費者向けの利用促進パンフレットを配布するなど、一般保証制度の周知

に努めた。なお、本年度の一般保証制度の利用数は 5件であった。

14.弁済業務検討特別委員会

令和 5年 5月に新設された弁済業務検討特別委員会は、令和 6年度において 3 回開催し、宅建業

法に保証協会制度・弁済業務保証金制度が設けられてからおよそ 50年が経過する中で、投資案件

の著しい増加、国内不動産を目的とする外国人との取引への対応等々の諸課題について、関係機関

と連携しながら検討を行った。



報告事項2











報告事項3



報告事項4





報告事項5





決議事項1



決議事項2



決議事項3


